
東広島市告示第６２号
　東広島市市民協働のまちづくり活動応援補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

　　令和７年３月２４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東広島市長　　　　垣　　　　德　　　
　　　東広島市市民協働のまちづくり活動応援補助金交付要綱の一部を改正する告示
　東広島市市民協働のまちづくり活動応援補助金交付要綱（平成２２年東広島市告示第７７号）の一部を次のように改正する。
　第２条第３項第１号中「住民自治協議会支援の項」の右に「及びチャレンジ支援の項（住民自治協議会が補助金の交付の申請をする場合に限る。）」を加え、同項第２号中「及び継続活動支援の項」を「、継続活動支援の項及びチャレンジ支援の項（市民活動団体支援の区分に係る対象団体等が補助金の交付の申請をする場合に限る。）」に改める。

　第３条第２項中「申請者」の右に「（別表第１チャレンジ支援の項に掲げる支援の区分に係る補助金の交付の申請をする者を除く。）」を加える。
　第４条を削り、第５条を第４条とする。

　別表第１（第２条関係）を次のように改める。
	支援の区分
	目的
	内容
	対象団体等

	市民活動団体支援
	まちづくり活動を実施している団体等を支援すること。
	１　地域が抱える課題の解決及び地域の魅力の向上につながるまちづくり活動であること。

２　地域に広く利益をもたらすことが期待できるまちづくり活動であること。

３　団体等の発展、活動の充実及び人材の育成に成果があると認めら
	１　特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号。以下「法」という。）第２条第２項に該当する団体であって、法別表に掲げる活動を行う団体であること。ただし、団体の法人格の有無を問わない。

２　構成員が５人以上、かつ、その過半数が市民である団体又は所在地が市内にある団体であること。

３　定款、規約、会則その他の定めにより運営されている団体であること。

４　東広島市住民自治協議会の認定に関する規則（平成２２年東広島市規則第１８号)第４条第１項の規定による認定を受けた住民自治協議会（以下「住民自治協議会」という。）でないこと。

	
	
	れるまちづくり活動であること。
４　将来、自立したまちづくり活動を実施することができると期待できる活動であること。
	

	住民自治協議会支援
	住民自治協議会等を支援すること。
	市民活動団体支援の項内容の欄１から４までに掲げる活動であること。
	住民自治協議会であること。

	学生団体支援
	まちづくり活動を実施している大学生の団体を支援すること。
	市民活動団体支援の項内容の欄１から４までに掲げる活動であること。
	１　法第２条第２項に該当する団体であって、法別表に掲げる活動を行う団体であること。ただし、団体の法人格の有無を問わない。

２　構成員が５人以上、かつ、その過半数が市内に所在する大学に在学する学生である団体であること。

３　当該まちづくり活動について、大学の推薦を受けている団体であること。

	連携活動支援
	まちづくり活動を実施するに当たり、複数の団体が連携して構成する組織を支援すること。
	市民活動団体支援の項内容の欄１から４までに掲げる活動であること。
	市民活動団体支援、住民自治協議会支援又は学生団体支援の区分に係る対象団体等のうち、複数の団体が連携して構成する組織であること。ただし、同一の対象団体等を構成している複数の団体が連携して構成する組織を除く。

	継続活動支援
	複数年にわたり継続してまちづくり活動を実施する団体を支援すること。
	市民活動団体支援の項内容の欄１から４までに掲げる活動であること。
	市民活動団体支援、住民自治協議会支援又は学生団体支援の区分に係る対象団体等であること。

	チャレンジ支援
	まちづくり活動を実施するに当たり、既存活動の試作的な拡充や新規活動の立ち上げを目的とする活動等を支援すること。
	市民活動団体支援の項内容の欄１から４までに掲げる活動であること。
	市民活動団体支援又は住民自治協議会支援の区分に係る対象団体等であること。


　別表第２に次のように加える。
	チャレンジ支援
	３回
	補助対象経費の１０分の１０以内の額又は５万円のいずれか低い額


　　　附　則

１　この告示は、令和７年４月１日から施行する。

２　改正後の東広島市市民協働のまちづくり活動応援補助金交付要綱の規定は、令和７年度以後の年度分の補助金について適用し、令和６年度分までの補助金については、なお従前の例による。
